
 

 

 

 

事業の目的 

 本財団は、定款 3条に基づき、情報技術等を駆使することにより「日常の暮らしのさらな

る向上」に繋がる研究開発に対しての支援を目的として事業を行いました。 

 

 

事業の内容 

定款４条に基づき以下の事業を行いました。 

「暮らしの向上」に通じる情報技術の研究に関する研究開発の支援事業 

 

 

公益認定の取得 

 内閣府に対し 2020 年 12 月 21 日に公益認定申請書を提出し、2021 年 4 月 23 日に公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 4 条に基づき公益財団法人として認定さ

れました。 

同認定証が 2021 年 4 月 24 日に本財団に到達したため、到達日である 2021 年 4 月 24 日

から本財団は公益財団法人として活動しております。 

 

 

助成金事業の報告 

 第 2回助成金事業は、13件、25,172千円の申請がありました。 

この中から、選考委員会規程及び助成金交付規程に則り、2022 年 2 月 3 日に開催された

選考委員会と 2022年 2月 16日の理事会において、次頁表 1の通り 5件 10,000千円の助成

金支給対象者が決定し、助成金を支給いたしました。 

 

  

２０２1 年度 事業報告 

（２０２１年４月１日～２０２２年３月３１日） 



（表１ 助成金支給対象者）                        順不同 

氏名（敬称略） 役職 助成対象研究 助成金額 

折田 純久 千葉大学フロン

ティア医工学セ

ンター 教授 

腰痛患者を積極的にサポートす

るアクティブスマートコルセッ

トの開発 

2,000,000円 

石田 路子 名古屋学芸大学

看護学部 教授 

スマートフォン環境における高

齢者に易しいユーザーインター

フェイスに関する研究開発 

2,000,000円 

高松 誠一 東京大学大学院

工学系研究科 准

教授 

電子テキスタイル製造技術を用

いたデジタル家具の研究開発 

2,000,000円 

友寄 篤 東京大学大学院 

工学系研究科 建

築学専攻 助教 

街づくりへ適用できる地域性を

有する純国産無機材料による汎

用 3D コンクリートプリント技

術の開発 

2,000,000円 

佐々木 千穂 熊本保健科学大

学 減災・防災教

育支援室 教授 

重度障害児者の社会変容に対応

したコミュニケーションを可能

とする先端的支援機器導入に関

する評価ツールの開発 

2,000,000円 

計   10,000,000円 

 

 

助成金事業検討の報告 

 奨学金支援事業の準備として、学生のニーズに合った奨学金事業を設計できるよう、調査

を行いました。 

 

会議等の活動報告 

1.理事会 

（１）第 1回理事会の開催 

    日時：2021年 5月 28日 （オンライン：テレビ電話会議） 

       ―報告事項― 

第 1号報告 業務執行の報告    

       ―決議事項― 

       第 1号議案 2020年度事業報告及び計算書類の承認の件 

       第 2号議案 理事及び監事の重任の件 

       第 3号議案 評議員会の開催及び議案の件 



（２）第 2回理事会の開催 

    日時：2021年 6月 30日 （みなし決議） 

       ―決議事項― 

       第 1号議案 代表理事の選任の件 

        

（３）第 3回理事会の開催 

    日時：2021年 9月 29日 （みなし決議） 

       ―決議事項― 

       第 1号議案 助成金募集要項の件 

       第 2号議案 選考委員の選任の件 

 

（３）第 4回理事会の開催 

    日時：2022年 2月 16日 （みなし決議） 

       ―決議事項― 

       第 1号議案 助成金支給対象者の件 

       第 2号議案 寄附金の申込の件 

       第 3号議案 2020年度助成期間延長申請（2件）の件 

 

（４）第 5回理事会の開催 

    日時：2022年 3月 16日 （オンライン：テレビ電話会議） 

       ―報告事項― 

第 1号報告 業務執行の報告    

       ―決議事項― 

       第 1号議案 2022年度事業計画及び収支予算の承認の件 

 

 

2.評議員会 

 （１）第 1回評議員会の開催   

    日時：2021年 6月 23日 （オンライン：テレビ電話会議） 

       第 1号議案 2020年度事業報告及び計算書類の承認の件 

       第 2号議案 理事及び監事の重任の件 

 

 

 

 

 



附属明細書 

 2021年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34条第

3項に規定する附属明細書「事業の内容を補足する重要な事項」が存在しないため、附属明

細書は作成いたしません。 

 

 

 

 

 

 

2022年 5月 

公益財団法人カインズデジタルイノベーション財団 

 


